国有企業の労働制度改革--雇用制度改革を中心に by 川井 伸一
国有企業の労働制度改革
雇用制度改革を中心に



























費用を負担することもな く,退職以後 も生涯にわたって福利厚生 ・保険の
利益を享受できた。
第五に,企業 ・機関単位間の労働力移動はほぼ不可能であり,企業は従


















































れを活性化,合 理化 して,契約制労働者への転化を図 ることを主な内容 と
する。固定制労働者の活性化の問題 はすでに1982年か ら検討されていた
が,1984年11月の労働人事部の全国労働契約制試行経験交流会議で固定
制労働者の活性化が政策課題 として明確に提起 されたといわれる。 この会


































用する場合,公 開募集 ・自由応募 ・試験考査 ・選抜採用の原則で実施す
る。採用 された契約労働者の試用期間は3-6カ月とする。
③ 契約の締結 と内容:企 業 と採用労働者は対等 ・自由意志 ・協議一致の
原則に基づき,双方の責任,権利,義務を明記 した労働契約を締結する。
契約内容は,生産ノルマ指標,試用期間及び契約期間,生産 ・職務条件,
賃金 ・保険福利待遇,労 働規律,契 約違反責任などが含まれる。契約期
間は双方協議で決める。ただし,1-5年の短期契約,5年 を越える長期
契約の区別がある。
④ 契約の変更 ・解除:双 方はそれぞれ一定の事由により,契約を変更お
よび解除することができる。





⑥ 失業および退職後の待遇:契 約が解除され失業 した場合,そ の期間中
規定により失業救済金 と医療補助金を支給する。退職養老待遇としては



















れている。 しか も,家族(直 系親族)に 対する医療手当は固定労働者の家



















1983 65 570.6 80.3 n.a.
1984 209 1742.0 321.0 38.1
1985 409 3323.7 722.2 511.4
1986 624 5245.6 922.7 814.5
1987 873 7357.6 1253.6 1318.1
1988 1234 loosio.i 2065.8 2020.7
1989 1468 119011.8 2457.0 3325.1
1990 1702 137213.3 2878.1 4326.3
1991 1972 158914.9 3238.9 6028.0










































































契約制労働者 と固定制労働者 とは性格,待 遇が異なり,契約制労働者は雇
用期間が限定 され,福利厚生面の待遇 も低い。社会意識において も,契約
制労働者 は固定労働者より一段格下 とみなされる傾向があるという。従 っ
て,同 じ職場 に二つの労働制度が並存することは契約制労働者に劣等感 ・
被差別感 ・妬み ・不満を生み,か れらの労働意欲をそぎ,労働者の一体感
形成にマイナス作用を及ぼすだろう(18)。一部の企業では固定制労働者が契





わち,幹部の転入,大 学 ・中等専門学校卒業生,技 工学校卒業生および復


















(1)各職務 ・ポストの設定評価 と定員 ・作業 ノルマの設定。すなわち,
各職種,職 務ポストを生産需要,技 術水準,労 働強度,責 任の重 さ,労働
環境などの条件に基づいてその設定 ・配置の基準をっくる。それを踏まえ
て,各職務ポストの必要 とする作業ノルマ基準,定 員,規 律,任 用基準を




準に合格 した者が職務ポス トに就任 し,企業との間に労働契約書をとりか
わす。 この競争選抜の方法はさまざまであり,主に以下の四つの方法が指
摘 されている㈱。第一に,す べての職員労働者が希望する職務 ポストに応




場長が職場主任(車 間主任)を 招聰任用 し,職場主任が班長(班 組長)を
招聰任用 し,そ して班長が各班の労働者を選抜するもの。第三に,双方選



























































1工 業 17117 6603945.854083081.9
2建 築業 837 824058.14792458.2
3交 通運輸,郵 電通信業 1600 392716.73245082.6
4商 業,飲食業物資販売業等 21567 1341676.11541886.0

















の再配置 ・合理化が しやすいのに対 して,折 からの財政緊縮による基本建
設投資の削減の影響を直接受けた建築業はそれが最も困難な状況にあり,





都 市 試行企業数 従業員数 余剰人員数 再配置済人数
北 京 3271 1181349434283.7 3820688.0
天 津 361 361472290668.0 2601989.5
上 海 594 918600228652.5 1602870.1
藩 陽 600 556998493008.94647594.2
大 連 635 393932304837.7 2840793.2
長 春 352 182665106765.8 904784.7
恰爾濱 577 293208265319.0 1815968.4
寧 波 47 24941 13595.4 123891.1
厘 門 15 5232 4328.3 29969.2
青 島 849 367074308168.4 2918894.7
武 漢 314 355554287488.1 2325380.9
成 都 472 .,. 66254.8 587788.7
広 州 190 72215 40015.5 340285.0
重 慶 217 1793681885810.51569383.2







































































1企 業内の各種経営に従事 1780 20.4%
2企 業外部への異動 1097 12.6
3労 務輸出 358 4.1
4有 給帰郷,長 期休暇 883 10.1
5離 退職 588 6.7
6解 雇 ・除名 309 3.5
7辞 職 52 o.s
8在 職留保 ・賃金停止 193 2.2
9企 業内研修(臨時工/待業) 2193 25.1
10そ の他 1275 14.6
(出典:鐘 朋栄 『解開改革的聯立方程式』,163頁)
表7. (単位:人)
1第 三次産業を開拓異動 986 41.5%
2技 術,文 化の研修 577 24.3
3新 建設増設企業へ支援異動 40 1.7
4企 業内消化,異 動 239 10.1
5生 産第一線に留める 16 0.7
(典拠:表6に 同じ,163頁)
② 株州市の事例
















1経 営発展,新部門開拓 276 8.9%
2過 不足の調整 457 14.7
3工 場内第三次産業を組織 882 28.4
4転 業研修 ii 0.4
5工 場内待業 97 3.1


















































で,上 か ら下への 「単向選択」「傾斜選択」,つまり上級の管理責任者が下
級の職員労働者を選考することが一般的であった㈹。以上のことと関連 し
て,平 等競争原則に基づ く選考ではなくて,人 間関係,つ まり近親関係,
派閥関係,服 従関係による選考が実施されることになる。 この事例は数多
く知 られる。 こうして労働組織の合理化の前提 となす科学的基準の設定,
平等競争の選抜方式 は実際には形式に流れ,労働者のあいだに不和,摩 擦
を生み出 していることが指摘 されている㈹。





者か ら仕事ポス トを剥奪(「剥離」)ものだとみなされ,か れ らの反感を買
うことになった(49)。
第四に,労働者のあいだに少なか らず心理的摩擦(不 安,反 感,抵 抗,
失望など)を もた らしたことである。元来,社 会主義の終身雇用制度の も
とで強い就業安定心理をもち,企 業国家に依存 しリスクを回避 し,競争意

















合,企 業はかれらのほとんどに対 して賃金支払や福利厚生を負担 し(ただ
し賃金カットを含む),企業の収入は経済不況で収入が減少 したのに支出
負担は逆に増大 している(6割 の工場長の意見)。
② 工場内に新 しい生産部門を開設 し,第三次サービス業をおこすこと
は,余剰人員の内部消化の理想的方法ではあるが,資金不足で原材料調達,
設備購入,場 所の確保,新 製品開発などいずれも困難である(4割 の工場
長の意見)。
③ 企業内研修 ・学習の組織 も教育経費,運 営条件など資金面で困難で
ある(8割 の工場長の意見)
















項 目を次々と回収 し,各種の福利厚生施設を も重要な配置先 となってい
る。 この結果,企 業の後方勤務サービス人員が次第に増加 し,旧来の弊害
であった企業が社会を丸抱えする傾向(企 業社会のワンセット主義)を な





























消滅させ,企 業と従業員全員とのあいだの 「平等,自 由意志」による期限

















することに関する意見」を下達 し,試行の原則 と段取 りを規定 した。それ
によれば,原則 として,経済効果 と社会効果を高めること,労働力の合理
的な配置,平等競争 と協議一致,企 業および従業員双方の自発性,が 規定
された。さらに,試行企業が備えるべき条件 として,①退職金の統一管理
を実施 し規定により失業保険金を納入 している国有,集 団所有制企業,②




































的に考査 しなければな らないとされた。 この点は幹部 も同様であり,幹部
は労働契約の締結後に,「ポス ト責任目標書」または 「招聰請負契約書」を

















労働者の家族(直 系親族)は その対象外であったが,対 象内とされるよう
になった。ただ し,1986年以降募集採用された契約制労働者に対 しては引
き続き本人の毎月の基準賃金の3%分を控除 し退職養老基金 として支払う








契約相手 となるのは誰なのか。 もし企業長 ・工場長であるとすれば,か れ
らは従業員の代表で従業員の一員なのであるから,論理的には従業員が従










最後に既述 したさまざまな問題状況の背後にあ り,それを規定 していると
考えられる社会的なマクロ的な問題を指摘 しておきたい。
第一に,労働力過剰の問題。すなわち,国有企業の労働力需要を大きく
越えた過剰労働力が存在 しており。 この状況は各企業の ミクロレベルにお
いても,社会的レベルにおいても同様に存在 している。この問題は企業労
働制度改革を制約する基本的問題のひとっである。契約制労働者の採用に
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